

























（1） OECD の 2018 年の統計をもとにした厚生労働省（2019）によると，15～24 歳層の失業率はアメリカ 8.6%，
イギリス 11.6%，フランス 20.1%，ドイツ 6.2%，カナダ 11.1%，イタリア 32.2%，韓国 10.5%，スウェーデン
16.8%，スペイン 34.3% に対し，日本は 3.8% となっており，諸外国に比べて低く抑えられている。
（2） 玄田（2002 ＝ 2005），大久保（2002）などは学校から職業への移行の失敗について指摘している。
（3） 本田・刈谷編（2010）など。
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かの申し合わせがなされてきた。たとえば，1952 年に定められ，1997 年に廃止された「就
職協定」や（5），2003 年卒から 2021 年卒まで運用されてきた日本経済団体連合会（以下，
経団連）の「新規学卒者の採用・選考に関する倫理憲章（以下，倫理憲章）」「採用選考に
関する指針（以下，指針）」などである。特にこの「倫理憲章」「指針」は 2010 年代にお






























（5） 永野（2004）による表 3 を参照。
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1952 年 10 月１日 １月以降 労働・文部両省次官名の通達で選考期間の特定，採用結果の学生への速やかな通知等を要請








10 月 13 日
事務系
10 月 10 日
技術系













1971 年 10 月１日 大学側の申し合せにより推薦開始日を定める




1974 年 ６月１日 〃 中央雇用対策協議会は「中央雇用対策協議会協定」を改定
1975 年 ９月１日 11 月１日 中央雇用対策協議会は「中央雇用対策協議会協定」を改定
1976 年 10 月１日 〃 中央雇用対策協議会は「中央雇用対策協議会協定」を改定
1978 年 〃 〃 中央雇用対策協議会は「協定遵守委員会」を設置
1981 年 10 月１日 11 月１日 労働省は中央雇用対策協議会で「協定遵守委員会」からの脱会を表明
1982 年 〃 〃 文部省，大学，経済四団体の四者から構成される「中央雇用対策協議会」による紳士協定としての就職協定が始まる






10 月 15 日 就職協定遵守懇談会は就職協定を改定
1988 年 〃 〃 大学と企業による就職協定協議会が発足
1989 年 ８月 20 日 10 月１日 就職協定協議会は就職協定を改定
1991 年 ８月１日 〃 就職協定協議会は就職協定を改定
1992 年 ８月１日（目標） 〃 企業の自主的決定とする就職協定を結ぶ
1997 年 就職協定協議会は 97 年以降就職協定を廃止することで合意
















卒業年度 採用広報解禁時期 採用選考解禁時期 内定時期
2002 年卒～2012 年卒 明記なし 大学 4 年生の 4 月 1 日 大学 4 年生の 10 月 1 日
2013 年卒～2015 年卒 大学 3 年生の 12 月 1 日 大学 4 年生の 4 月 1 日 大学 4 年生の 10 月 1 日
2016 年卒 大学 3 年生の 3 月 1 日 大学 4 年生の 8 月 1 日 大学 4 年生の 10 月 1 日
2017 年卒～2020 年卒 大学 3 年生の 3 月 1 日 大学 4 年生の 6 月 1 日 大学 4 年生の 10 月 1 日
出所：日本経済団体連合会「倫理憲章」「指針」をもとに常見作成
　表 3 と，表 4 から「ルール」については，平成の約 30年間に 3 回，大きな転換点があっ
たことが明らかである。その第一は，1950 年代から経済団体と文部科学省，厚生労働省

















































　本稿では，2019 年 11 月 1 日から 2020 年 1 月 20 日にかけて，経団連会長の発言録を閲















が就職活動を行う時期を大学 4 年の夏にする提言をまとめている。2013 年には政府から
主要経済団体に対して就職時期繰下げの要請が行われた。
　米倉弘昌が経団連会長だった 2010 年 -2014 年の在任期間 4 年間において，就職活動の
時期変更が行われたのは一度だけである。2013 年卒から採用広報活動解禁時期を 12 月 1
日とした。それまでの倫理憲章では明記はされていないものの，大学 3 年の 10 月 1 日に
スタートするのが慣例だった。
　米倉は，在任期間中の記者会見において，7 回「新卒一括採用」について言及している。




　具体的に発言を追ってみよう。2011 年 1 月 12 日の記者会見では，「選考活動」の開始
日は現行通りの最終学年の 4 月 1 日と明言した。採用広報開始時期は就職ナビサイトの
オープン時期などに合わせ，学部 3 年次・修士 1 年次の 10 月 1 日となっていたが，あら
たに「広報活動」の開始時期を明記したのが米倉時代の変化である。
　なお，2011 年の 2 月 7 日，11 月 21 日，2013 年 4 月 8 日の発言に見られるとおり，就
職活動の時期変更によって学生が不安にならないようにという懸念が示されている。この
ルールの影響を考慮してのものだと言えるだろう。具体的には次の発言だ。
本年 4 月に大学 3 年となる学生の就職活動に関しては，広報活動の開始時期を 2011
年の 12 月 1 日，選考活動は従来通り 2012 年の 4 月 1 日からとする，「倫理憲章」の
見直しを行う。学生を不安にさせないことが最も重要であり，就職活動に混乱をもた
らしてはならない。今後も大学や学生の要望があれば，議論を深めていきたい。





月 1 日以降」で維持することを評価する企業が 8 割近くを占める。経団連の「採用選
考に関する企業の倫理憲章」の改定の効果が着実に出てきており，当面これで様子を
見たい。
 2011 年 11 月 21 日
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 2013 年 4 月 8 日
 出所：経団連ホームページ
 http://www.keidanren.or.jp/speech/kaiken/2013/0408.html
　2011 年 1 月 12 日の発言では「本分である学業」と語られている。2013 年 4 月 8 日の，
政府からの要請により就職活動時期繰下げが確定的になった時点での発言でも，「就職活
動期間の短縮化は学生が学業に専念することを目的としている」と明言している。

























ある。この施策は本来，消費喚起策ではあるが，月に 1 度，月末の金曜日に 15 時に退社し，
「第 3 の場所」で「第 3 の時間」を過ごすというこの取り組みは「働き方改革」の色も強
いものだった。
　榊原は「新卒一括採用」について，在任中，記者会見において 14 回発言している。米
倉時代の 7 回に対して 2 倍の回数となっている。2014 年は 0 回，2015 年は 6 回，2016 年
































しかし，ネガティブな評価だけではない。広報活動の開始時期を 3 年生の 12 月から
3 月に遅らせたことで，3 年生の間は学業に専念できるようになった。また，留学生
からは就職活動を行いやすくなったという声を聞く。
 2015 年 10 月 27 日
 出所：経団連ホームページ
 http://www.keidanren.or.jp/speech/kaiken/2015/1027.html
　この 2015 年 10 月 27 日の会見では，学業に専念できる効果について触れている。当初
の政府の意図であった，留学の推進に関して，少なくとも留学をした学生からは評価を得
た点についてふれている。
　榊原時代においては，2016 年卒においては政府の要請をもとに大学 3 年生に相当する
年の 3 月に採用広報活動開始，8 月に選考開始というスケジュールを導入した。実施後の



























































































































 2018 年 10 月 30 日
 出所：経団連ホームページ
 http://www.keidanren.or.jp/speech/kaiken/2018/1030.html






























　なお，この発言を受けて 2019 年 1 月には「採用と大学教育の未来に関する産学協議会」
が開催されている。2019 年 1 月 28 日の会見のコメントによると経済界の問題意識を伝え












 2019 年 12 月 23 日
 出所：経団連ホームページ
 http://www.keidanren.or.jp/speech/kaiken/2019/1223.html

























































































　この期間において，経団連は就職活動の時期を 3 回変更している。しかも，2018 年には，
今後，就職活動のルールを策定する立場を手放すという意思決定を発表した。こうした対
応の中に，大学や政府の意向を取り入れつつ柔軟に時期変更問題に対応しながら 10 年の
歳月をかけて議論の主導権を取り戻そうとする姿勢を読み取ることができる。さらに，
2018 年に就任した中西会長のもとで，雇用システムと教育システムについて急進的な改
革をすすめる意図を確認することができる。教育システムを理解する姿勢を深めつつも，
同時に産業界の望むような人材を生み出すようにコントロールしようとする姿勢が見え隠
れするのである。
　今後は，他のデータ，ファクトと合わせて，より立体的に多面的に「新卒一括採用」問
題を考察したい。本稿は，そのための起点である。
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常見陽平：2010 年代における経団連会長の「新卒一括採用」に関する発言
